別記様式３（第４条関係）
選挙人名簿抄本閲覧申出書（調査研究）

　　年　　月　　日

品川区選挙管理委員会委員長　あて
団体名
申出者　氏名



住所


（電話番号）

申出者が国等の機関である場合にあってはその名称を、申出者が法人である場合にあってはその名称、代表者の氏名および主たる事務所の所在地を記載してください。
下記のとおり、政治又は選挙に関する調査研究をするため、選挙人名簿抄本を閲覧する必要がありますので、閲覧の申出をします。また裏面の注意事項について確認をし、閲覧者等にも周知徹底いたします。
	１　活動の内容
	政治・選挙に関する（　統計調査　・　世論調査　・　学術研究　）

	２　閲覧事項の利用の目的
	（できる限り具体的に記載すること。）




	３　閲覧者の氏名、住所および連絡先
	（申出者が国又は地方公共団体の機関である場合にあっては、閲覧者の職名および氏名を記載すること。）



	４　閲覧事項の管理の方法
	（１）保管責任者：

（２）保管場所等：

（３）廃棄時期：
（４）廃棄方法：

	５　閲覧対象者の範囲
	（１）閲覧対象者の範囲

（２）調査対象数
（うち品川区での予定対象数
）

	６　調査研究の責任者の氏名、住所および連絡先
	（申出者が国又は地方公共団体の機関である場合には調査研究の責任者の職名および氏名を、申出者が法人の場合には調査研究の責任者の役職名および氏名を記載すること。）



	７　調査研究の成果の取扱い
	（公表の時期、方法等について具体的に記載すること。）



	８　閲覧者に関する事項
	（閲覧者が申出者が指定する者である場合、その旨を記載すること。申出者が国又は地方公共団体の機関である場合には併せて閲覧者が当該国又は地方公共団体の機関の職員である旨を、申出者が法人である場合には併せて閲覧者が当該法人の役職員・構成員である旨を、それぞれ記載すること。）



	９　法人閲覧事項取扱者の範囲
	（申出者が法人である場合に記載すること。）



	10　個人閲覧事項取扱者の指定
	（申出者が個人である場合に記載すること。）

別添申出書のとおり、法第28条の3第5項の規定による申出を

□　する　
□　しない

	11　申出者が受託者である場合には、委託者の氏名、住所、連絡先
	（委託者が国又は地方公共団体の場合はその名称を、委託者が法人の場合はその名称および代表者の氏名ならびに主たる事務所の所在地を記載すること。）



	備　　考
	（添付書類について記載すること。）

（閲覧希望日時等）

１この様式は、公職選挙法第28条の３第1項の規定により、政治又は選挙に関する調査研究をするために選挙人名簿の抄本の閲覧の申出をする申出書の様式である。
２　上記の欄中10の別添申出書の様式は、「その二」の様式に準ずるものとする。
３「申出者」欄には、申出者の署名その他の措置を行わなければならない。


選挙人名簿の閲覧に係る注意事項
１　閲覧について
（１）　品川区選挙管理委員会は、閲覧事項を不当な目的に利用されるおそれがあること、閲覧事項を適切に管理することができないおそれがあることその他申出に係る閲覧を拒むに足りる相当な理由があると認めるときは、当該申出に係る閲覧を拒むことができます。（公職選挙法第２８条の３第３項）
（２）　品川区選挙管理委員会は、申出者または閲覧者等が偽りその他不正の手段により選挙人名簿の抄本の閲覧をし、もしくはさせた場合や規定に違反した場合において、個人の権利利益を保護するため必要があると認めるときは、必要な措置を講ずることを勧告することができます。（公職選挙法第２８条の４第２項）
（３）　毎年少なくとも一回、閲覧申出者、利用目的の概要等を公表しています。（公職選挙法第２８条の４第７項）

（４）　偽りその他不正の手段により、選挙人名簿の閲覧をし、またはさせた者は、３０万円以下の過料に処されることとなります。（公職選挙法第２５５条の４第１項第１号）
（５）　閲覧時は毎回、運転免許証やマイナンバーカード等の国または地方公共団体が交付する当該閲覧者の顔写真付きの身分証明書を提示していただく必要があります。（公職選挙法施行規則第３条の２第４項）
（６）　申出者欄には申出者ご本人の署名もしくは記名押印等をしてください。
２　閲覧事項について
（１）　申出者は、閲覧者等による閲覧事項の漏えいの防止その他の閲覧事項の適切な管理のために必要な措置を講じなければなりません。（公職選挙法第２８条の３第７項）
（２）　申出者、閲覧者等は、本人の同意を得ないで、当該閲覧事項を利用目的以外の目的のために利用し、または申出者や閲覧者等以外の者に提供してはなりません。（公職選挙法第２８条の４第１項）
※違反した場合は３０万円以下の過料に処せられます。（公職選挙法第２５５条の４第１項第２号）
（３）　法人である申出者は、閲覧者および法人閲覧事項取扱者以外の者にその閲覧事項を取り扱わせてはなりません。個人である申出者は、当該申出者および閲覧者以外の者に閲覧事項を取り扱わせることが必要な場合には、閲覧事項を取り扱う者として指定する者の氏名および住所を申し出ることができ、閲覧者および当該申出者が指定するもの以外の者にその閲覧事項を取り扱わせてはなりません。（公職選挙法第２８条の３第４項および第５項）
（４）　品川区選挙管理委員会は、個人の権利利益を保護する必要があると認められるときは、必要な措置を講ずることを勧告・命令することができます。（公職選挙法第２８条の４第２項、第３項および第４項）
※命令に違反した者は、６月以下の懲役または３０万円以下の罰金に処せられます。（公職選挙法第２３６条の２第１項）

（５）　品川区選挙管理委員会は、必要な限度において、申出者に対し、必要な報告をさせることができます。（公職選挙法第２８条の４第５項）
※報告をせず、または虚偽の報告をした者は、３０万円以下の罰金に処せられます。（公職選挙法第２３６条の２第２項）
（６）　品川区選挙管理委員会は、申出者に対し、閲覧事項に係る使用状況や管理状況等の報告を求めることがあります。（品川区選挙人名簿抄本の閲覧に関する事務取扱要綱第１０条）
